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豪雨災害にかかる中小業者への支援策について（抜粋）

2018 年 7 月 14 日

岡山県商工団体連合会

１、災害に係る住家の被害認定基準運用指針の改定（内閣府）

＊水害に係る判定の変更

（注意）罹災証明時にどこまでの被害であったかを申告する際に、どこまで

浸水したかを分るように写真を撮るなど、記録に基づいて主張することが

大切です。

２、被災者に対する医療・介護の一部負担金・利用料の免除等

＊住宅半壊・床上浸水等の被災をしたと申告した医療・介護の被保険者については、一

部負担金（病院窓口で負担）・利用料の支払いを猶予する

３、被災者生活再建支援制度

＊災害により居住する住宅が全壊す

るなど、生活基盤に著しい被害を受

けた世帯に対して支援金を支給
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＊住宅再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金）

４、国税・地方税の特別措置

＊国税

  ・申告などの期限の延長

災害などの理由により申告、納付などをその期限までにできない場合、

その理由のやんだ日から２か月以内の範囲でその期限が延長されます。

これには、地域指定による場合と個別指定による場合とがあります。

・納税の猶予

災害により被害を受けた場合、税務署長に申請をすることにより、納税

の猶予を受けることができます。

・予定納税の減額

所得税の予定納税をされる方が災害により損失を受けた場合、税務署

長に申請をすることにより、災害が発生した後に納期限の到来する予定

納税について、減額を受けることができます。

・給与所得者の源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予など

災害により住宅や家財などに損害を受けた場合、給与所得者が税務署

長に申請（一定のものについてはその支払者を経由して税務署長に申請）

をすることにより所得金額の見積額に応じて源泉所得税及び復興特別

所得税の徴収猶予や還付を受けることができます。

・所得税の軽減

災害により住宅や家財などに損害を受けた場合、確定申告で、１．所  

得税法に定める雑損控除の方法、２．災害減免法に定める税金の軽減免

除による方法のどちらか有利な方法を選ぶことによって、所得税の全部

又は一部を軽減することができます。

＜活用できる方＞

・申告などの期限の延長については、災害によりその期限までに申告、納  

付などをすることができないと認められる方が対象です。

・納税の猶予については、納税者（源泉徴収義務者を含みます。）で災害に
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より全積極財産の概ね１/５以上の損失を受けた方又は災害などにより被

害を受けたことに基づき国税を一時に納付することができないと認めら

れる方が対象です。

・予定納税の減額については、所得税の予定納税をされる方で災害により

損失を受け、その年の税額が前年より減少することが見込まれる方が対象

です。

・給与所得者の源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予については、災

害による住宅や家財の損害額がその住宅や家財の価額の１/２以上で、か

つ、その年分の所得金額の見積額が 1,000 万円以下である方などが対象で

す。

・雑損控除については、災害により生活に通常必要な資産に損害を受けた

方、災害に関連してやむを得ない支出（災害関連支出）をした方が対象で

す。また、所得税についての災害減免法に定める税金の軽減免除について

は、損害額が住宅や家財の価額の１/２以上で、被害を受けた年分の所得

金額が 1,000 万円以下の方が対象です。

＊地方税

・地方税の減免

災害により被害を受けた場合、被災納税者の地方税 (個人住民税、固定

資産税、自動車税など)について、一部軽減又は免除を受けることができ

ます。

・徴収の猶予

災害により被害を受けた場合、被災納税者の地方税について、その徴収

の猶予を受けることができます。

・期限の延長

災害により申告・納付等を期限までにできない方は、その期限が延長

されます。これには、都道府県・市町村が条例で一律に期限を延長して

いる場合と都道府県・市町村への申請により延長が認められる場合があ

ります。一律に期限を延長している場合には手続きは必要ありません。

詳しくは、お住まいの都道府県・市町村にお問い合わせください。

＜活用できる方＞

・災害によりその財産等に被害を受けた方のうち、一定の要件を満たす方

が対象となります。
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５、被災者（個人・個人事業主）の債務整理支援

＊減免・猶予（延長・金利引き下げ含む）など

・住宅ローンを借りている個人の方や、事業に必要な資金を借りている個

人事業主の方で、自然災害（注）の影響によって災害前の借入の返済が困

難となった方は、「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライ

ン」を利用することにより、破産手続などの法的な手続によらず、債務の

免除等を受けられます。

（注）平成 27 年 9 月 2 日以降に災害救助法の適用を受けた自然災害

●ガイドラインによる債務整理のメリットは次のとおりです。

・財産の一部を、ローンの支払いに充てずに、手元に残すことができま  

す。

・破産等の手続とは異なり、債務整理をしたことは、個人信用情報とし  

て登録されないため、その後の新たな借入れに影響が及びません。

・国の補助により弁護士等の「登録支援専門家」による手続支援を無料  

で受けることができます。

＜活用できる方＞

・自然災害の影響によって、災害前の住宅ローンや事業性ローン等の借

入を弁済することができないまたは近い将来において弁済できないこ

とが確実と見込まれる個人の債務者が対象。

６、住宅の応急措置（災害救助法）＝現物支給

＊災害救助法に基づく住宅の応急修理は災害により住宅が半壊し、自ら修理

する資力のない世帯に対して、被災した住宅の居室、台所、トイレ等日常生

活に必要な最小限度の部分を応急的に修理します。

＊応急修理は、市町村が業者に委託して実施します。

＊修理限度額は１世帯あたり 57 万 4 千円（平成 29 年度基準）です。同じ住

宅に２以上の世帯が同居している場合は１世帯とみなされます。

＜活用できる方＞

・災害救助法が適用された市町村において、以下の要件を満たす方が対象で

す。

① 害により住宅が半壊又は半焼した方

② 応急仮設住宅等に入居していない方

③ 自ら修理する資力のない世帯（※大規模半壊以上の世帯については資

力は問いません）。


